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JCI 規準 

 
 切欠きはりを用いたコンクリートの破壊エネルギー試験方法 

 JCI-S-001-2003 

Method of test for fracture energy of concrete by use of notched beam 
 
 
1. 適用範囲 この規準は、切欠きはりの 3点曲げ載荷時の荷重－ひび割れ肩口開口変位（CMOD）
曲線からコンクリート(1)の破壊エネルギーを求める試験方法を規定する。また、付属書（参考）にし

たがえば、本試験で得られる荷重－CMOD曲線から引張軟化曲線を推定することができる。 

注(1)  繊維補強コンクリートについては、JCI-S-002-2003「切欠きはりを用いた繊維補強コンクリートの荷重

－変位曲線試験方法」による。 

 
2. 引用規準 次に掲げる規準は、この規準に引用されることによって、この規準の規定の一部を構
成する。この引用規準は、その最新版を適用する。 

 JIS A 1132 コンクリートの強度試験用供試体の作り方 
 

3. 供試体 供試体は、次のとおりとする。 
3.1 供試体の寸法 供試体は図１に示すような矩形断面を有する角柱とし、長手方向中央に断面高さ
の 0.3倍まで切欠きを入れたものとする。 
a) 供試体断面の高さ（D）は最大骨材寸法（da）の 4倍以上とする。 
b) 供試体断面の幅（B）は最大骨材寸法（da）の 4倍以上とする。 
c) 載荷スパン（S）を 3Dとし、供試体の全長（L）は 3.5D以上とする。 
d) 切欠きの深さ（a0）は 0.3Dとし、幅（n0）は 5mm以下とする。 

D≧4da

a
0
=0.3D

n0≦5mm B≧4da

h

bL≧3.5D

（b,h：リガメント部(2)）

図１ 供試体寸法 

注(2)  切欠き上部の破断面をリガメントと呼び，その幅をb，高さをhとする。  

 

3.2 供試体の製作 供試体の製作は、次のとおりとする。 
a) 供試体は JIS A 1132 「コンクリートの強度試験用供試体の作り方」（5. 曲げ強度試験のため

の供試体）に従って作製するものとする。 
b) 切欠きはコンクリートの強度が十分に発現した時点でコンクリートカッターを用いて作製する
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ものとする(3)。 
注(3)  切欠きは、載荷時に打設面が供試体の側面となるように打込み側面に入れる。切欠き先端の形状が試験

結果に及ぼす影響は小さいので、切欠き先端の形状を特別に加工する必要はない。コンクリートカッタ

ーが使用できない場合には、打設時に所定の寸法の金属板、もしくは合成樹脂板を埋め込むことで切欠

きとしてもよい。ただし、埋め込んだ板とコンクリートが付着しないようにしておく必要がある。 

c) 供試体は所定の養生を終わった直後の状態で試験しなければならない。 
d) 供試体は 4個以上作製する。 

e) 供試体の質量を 0.05kgまで測定する。 

 
4. 試験装置器具 試験装置器具は、次のとおりとする。 
4.1 試験機 CMODによるクローズドループコントロールが可能な試験機を使用することが望まし

い。しかし、最大荷重点以降も急激に破壊が進行しないように安定した荷重－変形関係を計測できれ

ば、必ずしもクローズドループコントロールが可能である必要はない(4)。 
注(4)  クロスヘッドの変位を制御する試験機でも計測可能な場合もあるが、この場合には特に最大荷重点以降、

不安定破壊が生じていないことを確認する必要がある。また、手動制御の試験機を用いる場合には最大

荷重点以降、適宜、載荷除荷を繰返すことで不安定破壊を生じないように載荷することも可能である。 

 
4.2 ３点曲げ試験装置 曲げ試験装置は、供試体にねじりが作用しないよう載荷点および支点の一方

を供試体の軸方向回りに回転できる構造とする。両支点はローラー・ピン構造とし、供試体が完

全に破断するまで、変形を拘束することのないように両支点とも水平方向に可動な構造とする(5)。 

 

試験機ヘッド

ロードセル

ローラー丸鋼棒
φ=20～30mm

供試体

丸鋼棒
φ=20～30mm

S=3D

≧0.25D

 
図２ ３点曲げ試験装置 

 
注(5)  供試体は載荷点において水平方向の移動が拘束されるので、両支点とも可動構造にする必要が

ある。可動構造は図２に示すように両支点の下に複数のローラーを挿入するのが簡便で確実な

方法である。水平方向の拘束が生じないことを確認するためには、無載荷の状態において、供

試体を軽く手で押し、供試体が水平方向に滑らかに動くことを確認する。 

 
4.3 荷重およびひび割れ開口変位計測機器 荷重は最大荷重の 1%以内の精度を有するロードセルに
よって計測する。また、ロードセルは試験機に取付けるものとする。 

 CMODは、1/1000mm以上の精度を有し、供試体が完全に破断するまで計測可能なクリップゲージ
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により計測する。クリップゲージを取付けるナイフエッジの厚さは 5mm以下とする(6)。 
 

5mm≤

 
図３ ナイフエッジ 

 
注(6)  クリップゲージを切欠き部に直接取付けることができる場合には必ずしもナイフエッジを使用する必要

ない。ナイフエッジは金属製とし、図３のように接着剤等を用いて供試体に確実に取付ける必要がある。

なお、ナイフエッジを接着剤で取付けて湿潤状態で試験を行なう場合には、ナイフエッジを接着する際

に供試体表面を一旦乾燥させる必要がある。この場合、ナイフエッジ取付け部以外はできるだけ乾燥さ

せないよう、供試体を濡れ布等で包むか、あるいは取付け面以外を水没させた状態で作業する。 

 

5. 試験方法 試験方法は、次のとおりとする。 
a) 供試体は、型枠の両側面が上下面となる方向に載荷する。 

b) 供試体には衝撃を与えないよう、静的に荷重を加える。CMODによるクローズドループコント
ロールを行なう場合には、制御を開始する予載荷荷重は最大荷重の 20%以下とする。 

c) 載荷速度は、CMOD速度で 0.0005D～0.001D /mim（ここに、Dは供試体断面高さ）とする。 
d) 荷重とCMODの計測は試験の開始から供試体が完全に破断するまで連続的に行なう。デジタル

計測器を用いる場合の計測間隔は、最大荷重点までに 20点以上計測できる間隔とする。 
e) 試験中、荷重とCMODが急激に変化することなく連続的にゆっくり変化する場合を安定した試

験とみなし、不安定な現象が生じた場合にはその試験結果は除外する。 
f) 手動制御の試験機を用い、最大荷重点以降、不安定破壊を防ぐために載荷・除荷を行なった場

合には、その包絡線を荷重－CMOD曲線とする。 
g) リガメント部の幅（b）を 2箇所において 0.2mmまで測定し、その平均値を有効数字 4けたま

で求める。 
h) リガメント部の高さ（h）を 2箇所において 0.2mmまで測定し、その平均値を有効数字 4けた

まで求める。 
i) 破壊エネルギーおよび荷重－CMOD曲線は 4個以上の供試体の平均値で示す(7)。 

注(7)  荷重－CMOD曲線の平均化は、任意の同一CMODに対する各供試体の荷重の平均値をとる。平均化する

場合の変位の間隔は上記d)で規定した計測間隔と同程度とする。 

 

6. 計算 

6.1 破壊エネルギー 
破壊エネルギーは次式により計算し、有効数字 3けたまで求める。 
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lig
F A

WW
G 1075.0 +

=  

cCMODgmm
L
SW ⋅⎟

⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ += 211 275.0  

  ここで、 ：破壊エネルギー（N/mm） FG

      ：供試体が破断するまでの荷重－CMOD曲線下の面積（N･mm）（有効数字4けた） 0W

      ：供試体の自重および載荷治具がなす仕事（N･mm） 1W

      ：リガメントの面積（b×h）（mm
ligA 2） 

      m ：供試体の質量（kg） 1

      S：載荷スパン（mm） 

      L：供試体の全長（mm） 

      ：試験機に取付けられておらず、破断するまで供試体に載っている治具の質量（kg） 2m
      g：重力加速度（9.807m/s2） 

      CMODc：破断時のひび割れ開口変位（mm） 

 

W0

CMODc

荷
　
重

CMOD
 

            図４ 荷重－CMOD 曲線 

 
6.2 引張軟化曲線 
 引張軟化曲線は、付属書（参考）により推定する。 
 
7. 報告 報告には、つぎの事項のうち必要なものを記載する。 

a) 供試体の個数 

b) 養生条件および試験材齢 

c) 供試体の寸法 

d) リガメントの高さと幅 

e) 供試体の質量 

f) 試験機の種類 

g) 載荷治具の質量 

h) 載荷速度 

i) 荷重－CMOD曲線 
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j) 破壊エネルギー 

k) 引張軟化曲線 

 5



 JCI-S-001-2003 

付属書（参考）    コンクリートの引張軟化曲線の推定方法 
 
 この付属書（参考）は、本体の規定に関連する事項を補足するもので、規定の一部ではない。 
1. 適用範囲 この付属書（参考）は、切欠き試験体を用いたモードⅠの安定破壊試験で得られた荷
重－変位曲線のデータを用い、多直線近似解析法により引張軟化曲線を推定する方法を規定するもの

である。本方法で求められる引張軟化曲線は、コンクリートのモードⅠによる破壊を仮想ひび割れモ

デルでモデル化し解析する場合に用いられるひび割れ開口変位と結合応力の関係を表した曲線である。 
 

２. 荷重－変位曲線 解析に用いる荷重－変位曲線は、JCI-S-001-2003 「切欠きはりを用いたコン
クリートの破壊エネルギー試験方法」によって求められた荷重－ひび割れ肩口開口変位曲線、あるい

は繊維補強コンクリートの場合には JCI-S-002-2003 「切欠きはりを用いた繊維補強コンクリートの
荷重－変位曲線試験方法」によって求められたものを使用するもとする。 

 

3. 引張軟化曲線の推定 引張軟化曲線は多直線近似解析法により推定するものとする。多直線近似
解析法の解析フローを図１に示す。多直線近似解析は数値計算をともなうため、解析にあたっては、

信頼性の確認されたプログラムを使用しなければならない(1)。 

 

注(1)  信頼性が確認され、現在公開されているプログラムとしては以下の 2 つがあるが、信頼性が確認されて

いればこの限りではない。 

(1) 引張軟化曲線多直線近似解析ウェブサイト版（LEM K法） 

(2) 引張軟化曲線多直線近似解析ダウンロード版（FEM FT法） 

    いずれも、コンクリート工学協会のホームページからアクセス可能である。 

 

4. ヤング係数の推定 多直線近似解析法で用いるコンクリートのヤング係数は、実験結果より得ら
れた荷重変位曲線の最大荷重の 1/3 の荷重点における割線剛性と線形弾性体を仮定した剛性の計算値
より求める． 
 
5. 初期結合応力 多直線近似解析法で用いる初期結合応力は、実験結果より得られた荷重変位曲線
の初期勾配より決定する。初期のひび割れ進展に対して一定の結合応力を仮定し、ひび割れ進展解析

を行い、解析で得られる荷重変位関係が実験の荷重変位関係と一致する結合応力を求め、これを初期

結合応力とする。 
 
6. 荷重変位曲線の計算 多直線近似解析法により推定された引張軟化曲線を用いて荷重－変位曲線
を計算することとする。 
 
7. 報告 報告には、つぎの事項を記載する。 
a) 荷重－変位曲線の試験方法の詳細 

b) 解析に用いた荷重－変位曲線 

c) 解析プログラムの概要 

d) 解析条件の詳細 
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・試験体の質量 
・試験体の要素分割、あるいはひび割れ節点の分割 
・試験体の支持条件 
・多直線近似解析法における荷重－変位曲線の解析値と実験値との許容誤差 
・その他の特記事項 

e) ヤング率 

f) 引張軟化曲線 

g) 荷重－変位曲線の計算結果および実験結果との比較 
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i-1点から i点までの引張軟化曲線の勾配を仮定

ひび割れを i点まで進展

i点の荷重および変位を解析 

ひび割れ進展解析 

許容誤差≧ 

│解析値－実験値│

解析で得られる CODを引張軟化曲線
の i点の仮想ひび割れ幅として決定 

供試体破断 

i＝i＋1 

No

Yes

No 

Yes 

End

初期結合応力の決定 

Start  i=1

図１ 多直線近似解析法のフロー 

ヤング係数の決定

モードⅠ安定破壊の荷重変位関係
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解説    コンクリートの引張軟化曲線の推定方法 

 
 
1. 適用範囲 
コンクリートの破壊現象は、完全に開口しているひび割れの先端に存在する破壊進行領域の挙動に

大きく関係している。この破壊進行領域では軟化現象が生じており、コンクリートの破壊現象は、非

線形性を示す。この非線形破壊挙動をモデル化するために提案されたのが、図 1 に示す仮想ひび割れ

モデル[1]である。このモデルは、コンクリートの破壊進展領域を１本の仮想ひび割れに結合応力が作
用する力学モデルに置き換えたものである。結合応力は仮想ひび割れの幅（開口変位）に応じて変化

し、仮想ひび割れ幅が大きいほど結合応力を小さくすることで軟化現象を数値的に表現できる。この

ときの結合応力と仮想ひび割れ幅（開口変位）との関係が引張軟化曲線（図2）である。 

本推定法は、切欠き試験体を用いたモードⅠの安定破壊試験で得られる荷重－変位曲線のデータを

必要とし、その試験方法には、切欠きはり試験体を用いた 3 点曲げ試験、くさび挿入割裂試験、コン
パクトテンション試験、直接引張試験などがある。 

結合応力σ 

仮想ひび割れ W

破壊進行領域 

完全なひび割れ 

実際のひび割れ 仮想ひび割れモデル

図1 仮想ひび割れモデル 

 

仮想ひび割れ幅W 

(開口変位 COD) 

破壊エネルギーGF 

：引張軟化曲線下の面積 

初期結合応力 Ft 

0

 

 

結
合
応
力
σ

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 引張軟化曲線 
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2. 多直線近似解析法 
2.1 概要 
多直線近似解析法[2～4]により引張軟化曲線を推定する場合、ひび割れ進展解析を繰返し行う必要
がある。本推定法におけるひび割れ進展解析は仮想ひび割れモデルに基づいている。試験体を、破壊

領域を表す仮想ひび割れ部とそれ以外の線形弾性体とにモデル化し、破壊は仮想ひび割れ部でのみ生

じるとする。仮想ひび割れ先端での釣合条件を引張強度（以下、初期結合応力）や応力拡大係数とし、

さらに仮想ひび割れ部の適合条件を設定すれば、ある仮想ひび割れ長さにおいて外力である荷重と仮

想ひび割れ面に作用する結合応力を算定することができる[5，6]。特に多直線近似解析法で用いるひ
び割れ進展解析では、構成則として部分的に直線で近似した引張軟化曲線を用いることで、開口変位

を未知数とした連立１次方程式を繰返し解くことで、荷重変位関係を算定することができる[7]。 
多直線近似解析法は、試験で得られた荷重変位曲線を基に逆解析により引張軟化曲線を推定する方

法であり、仮想ひび割れモデルを用いたひび割れ進展解析を行う際に、構成則として用いる引張軟化

曲線の先端部の勾配を変化させ、荷重変位関係の計測結果と解析結果とが合致する最適な引張軟化曲

線の勾配を決定し、順次この操作を繰り返して引張軟化曲線の全体形状を決定する方法である。その

際、すでに求められている引張軟化曲線は次の計算ステップにおいて構成則として用いられる。図 3

に実験で得られる荷重変位曲線と逆解析された多直線近似軟化曲線との関係を示す。 
具体的には、例えば、図 3(a)に示すように第 i 点目から引張軟化曲線として a、b、c のような直線
を仮定し、それぞれの場合についてひび割れが１節点分進展したときの荷重変位曲線を解析する。直

線 a、b、cに対応して解析により求められたA、B、C（図3(b)）のうち、点Bのように荷重変位曲線
の解析結果と計測結果が一致した場合、点Bにおけるひび割れ開口変位（COD）を、直線 b上にとっ
たものを引張軟化曲線の第 i+1点目とする。 
本推定法で必要となる荷重変位関係は、特に初期の勾配が滑らかなものが適している。荷重変位曲

線が平滑でない場合には、引張軟化曲線が推定できない場合がある。計測結果が振動しているような

場合は、曲線が滑らかとなるようスムージング処理等を施すのがよい。 
 

解析 

C 

A 

i+1 
B

i 

2

1
実験 

変位 or CMOD 

c
b
a

i+1
i 

2 1 

仮想ひび割れ幅 

荷
重

 

結
合
応
力

 

(b) 荷重－変位関係の一致 (a) 仮定した引張軟化曲線
 

図3 多直線近似解析法による引張軟化曲線全体の推定 
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2.2 現在公開されている解析プログラム 
現在公開されている多直線近似解析法の解析プログラムは 2 つある。その解析プログラムは、それ
ぞれ次のような特徴を有している。 

多直線近似解析法により引張軟化曲線を推定する場合、ひび割れ進展解析を繰返し行う必要がある。

ひび割れ進展解析における、ひび割れ方程式（仮想ひび割れの釣合、適合条件式）[5]を組み立てる場
合に、内田による解析プログラム（以下、FEM FT 法）は、有限要素法を用い、ひび割れ方程式の釣
合条件を仮想ひび割れ先端での引張応力としたものである。なお、FEM FT法は、FORTRANで記述
されており、以下の 5つのプログラムから構成され、公開されている。以下のプログラムを用いて引
張軟化曲線を推定する作業フローを図4に示す。 
・ini.for ：ひび割れ方程式の係数を求めるプログラム 
・ym.for ：ヤング係数を求めるプログラム 
・ft.for ：初期結合応力を求めるプログラム 
・soft.for ：引張軟化曲線全体を求めるプログラム 
・pd.for ：任意の引張軟化曲線を用いて荷重－変位関係を求めるプログラム 
これに対して、橘高による解析プログラム（以下、LEM K法）は、ひび割れ方程式を組み立てるの

に、線形破壊力学の関数解を用いている[2]。仮想ひび割れ先端での釣合を応力拡大係数Kとし、試験

体の形状関数を線形破壊力学（LFM）の数値解析結果より求めている。なお、現在公開されている橘

高の解析プログラムは、インターネットウェブ上で引張軟化曲線を推定するものであり、以下の条件

がある。 

  ・供試体寸法 100×100×400mm 
  ・スパン 300mm 
  ・切欠き深さ 30mm（スパン中央に配置） 
  ・3点曲げ試験 
  ・荷重－CMOD曲線のデータ 
引張軟化曲線の推定に及ぼす上記 2 つの解析方法の影響について、現在公開されている逆解析プロ
グラムを用いて普通コンクリート（W/C＝0.65）および鋼繊維補強コンクリート（W/C＝0.40、繊維
混入率 1.0%）の引張軟化曲線の推定を行った。その結果、図5に示すように異なる解析方法で推定さ
れた二つの引張軟化曲線の形状は、ほぼ一致しており、解析方法の影響はないものと判断できる。し

たがって、両解析プログラムは同一の結果を与えるものとして利用できることが確認されている。 
 

3. ヤング係数の推定 
逆解析で必要となるヤング係数は、実験結果より得られた荷重変位曲線の最大荷重の 1/3 の荷重点
における割線剛性より推定することとした。 
 線形弾性体を仮定して数値解析を行い、その結果を試験で得られた荷重変位曲線の最大荷重の 1/3
の荷重点における割線剛性と一致するようにヤング係数を推定すればよい。数値解析法はひび割れ進

展解析と同じ手法を用いるのが誤差が少なく望ましい。 
具体的には、まず試験で得られた荷重－変位曲線の最大荷重の 1/3の荷重 およびその時の変位0P 0δ
を求める。次に適当なヤング係数 を仮定して荷重変位関係を解析し、荷重 に対応する変位解析

結果

1cE 0P

cδ を求め、 0δ と cδ が一致するようにヤング係数 を求める。このとき、コンクリートのヤン

グ係数 は式(1)により推定することができる。 
2cE

2cE
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i-1点から i点までの引張軟化曲線の勾配を仮定

ひび割れを i点まで進展
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ひび割れ進展解析 

許容誤差≧ 

│解析値－実験値│ 

解析で得られるCODを引張軟化曲線
の i点のひび割れ幅として決定 
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初期結合応力の決定《ft.for》 
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要素データの作成 

（節点･要素番号，ヤング係数，等）

Start  i=1
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ヤング係数の 
修正後 

ひび割れ方程式の係数の算出《ini.for》 

ヤング係数の修正 

モードⅠ安定破壊の荷重変位関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 4 引張軟化曲線推定の解析手順の一例 
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図 5 異なる解析方法による引張軟化曲線の逆解析結果  
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4. 初期結合応力 
多直線近似解析法に限らず、基本的に引張軟化曲線を逆解析により推定する場合、初期結合応力を

唯一に求めることはできない。そのため、ここでは初期のひび割れ進展に対して一定の結合応力（完

全塑性型の引張軟化曲線）を仮定し、ひび割れ進展解析を行い、解析で得られる荷重変位関係が実験

の荷重変位関係と一致する結合応力を求め、それを初期結合応力とすることとした。 

初期結合応力の具体的な推定法としては、現在のところ、ある一定のひび割れ進展長さ（たとえば

5mm）の時点での荷重変位関係の一致性から定める方法と初期の荷重変位曲線の一致性から定める方
法の 2つがある。前者は、結合応力を変化させた完全塑性型の引張軟化曲線を用いてひび割れ進展解
析を行い、例えばひび割れが 5mm まで進展したときの荷重変位関係の解析値が実験値とある許容誤
差内で一致したとき、その結合応力を初期結合応力とする方法である。これは、ひび割れ進展長さが

5mmとなったときの荷重変位関係を見るものであり、ひび割れ進展長さが 5mmとなる以前の挙動に
ついては考慮していない。後者は、結合応力を変化させた完全塑性型の引張軟化曲線を用いてひび割

れ進展解析を行い、ひび割れ初期からの荷重変位関係の解析値と実験値とがある許容誤差内で一致し

た場合、その結合応力を初期結合応力とする方法である。これは、前者の方法とは異なり、ひび割れ

進展初期からの荷重変位関係がある許容誤差内に収まっていることが必要である。 
荷重変位関係の解析値と実験値との一致を判断するには、同一変位における荷重の実験値と解析値

との差を見るとよい。この場合、許容誤差を実験値からの絶対値（例えば、許容誤差 1N）で設定する
方法と実験値からの相対値（例えば、許容誤差 1%）で設定する方法がある。 
後者の場合、許容誤差の設定値によっては、多数の初期結合応力が推定されることがある。この場

合は、ひびわれ進展長さが最も長くなる場合の結合応力を初期結合応力とするとよい。 
なお、初期結合応力の値が異なっても、その後の引張軟化曲線の形状には大きな差異がないことが

確かめられている[8，9]。 
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5. 報告事項 
列記した事項について報告する。報告事項(2)の荷重変位曲線について、平滑化を行った場合はその
方法を述べる。報告事項(3)において、公開されているプログラムを使用する場合には、「プログラム
の名前」と「参照先（URL等）」を報告する。また、新たに解析プログラムを作成した場合には、「初
期結合応力の推定方法」、「ひび割れ先端での釣合条件」、「形状関数の算定法」など解析法の概要を報

告する。 
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